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諮問第１２８号 

 

答 申 

 

１ 審査会の結論 

諮問第１２８号案件「玉川総合支所保健福祉センター保健福祉課及び高齢福祉部高齢

福祉課における高齢者虐待に関する文書に係る行政情報一部開示決定処分（令和３年１

０月８日付第１８１号）」及び行政情報一部開示決定の変更決定処分（令和４年２月１

８日付第１８１－２号）について、一部開示とした決定は妥当である。 

 

２ 審査請求の内容 

（１）審査請求の趣旨 

本件審査請求は、令和３年１２月５日付で審査請求人（以下「請求人」という。）  

から世田谷区長に対し審査請求書が提出され、同月８日に受理された。 

本件審査請求の趣旨は、世田谷区情報公開条例（平成１３年３月世田谷区条例第６

号。以下「条例」という。）に基づき、請求人が行った、玉川総合支所保健福祉センタ

ー保健福祉課及び高齢福祉部高齢福祉課における高齢者虐待に関する文書に係る行

政情報開示請求（令和３年度受付第１８１号。以下「本件請求」という。）に対し、世

田谷区長が令和３年１０月８日付で行った一部開示決定処分（以下「本件処分」とい

う。）及び令和４年２月１８日付で行った上記一部開示決定の変更決定処分（以下「本

件変更処分」という。）について、請求人が、条例第７号第２号に該当するとして非

開示とした部分の一部及び文書が存在しないとして非開示とした決定の一部につい

て開示を求めるものである。 

 

（２）審査請求の理由 

請求人が、審査請求書及び意見書によって主張している審査請求の主な理由は、次

のとおりに要約される。 

①本件処分について、処分通知書の別紙記載の文書のうち（１５）～（１７）につい

ては玉川総合支所保健福祉センター保健福祉課の職員から口頭で説明を受けてお

り、「作成していない」というのは世田谷区情報公開条例の趣旨に反する。 

②処分の変更における経緯や説明がない。また、立ち入りなど実際に行われたことが

あるので、当該職員が隠ぺいしていない限り文書は存在するはずである。 

③〇〇も行われていて明らかに違法である。また、決定した文書はあると聞いている。 

④領収書等はないという事も問題であったが、あるという事も問題である。また、ど

のような形態で保存しているかも問題である。このことは、世田谷区の出納関係に

も問題があると考えられ、適正に処理しているとは到底考えられない。第三者の個

人情報という意味では、請求人に対して開示してもいいと確認したはずである。 

 

３ 審査請求に対する実施機関の説明 
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実施機関は、非開示とした本件審査請求に係る部分につき、対象の行政情報が不存在

であるとして本件処分を行った。その後、本件処分につき、行政情報の件名又は内容並

びに開示しない部分及びその理由の一部を変更するとして、本件変更決定処分を行った。 

実施機関が、本件処分及び本件変更処分について、弁明書及び口頭による説明で主張

している主な内容は、次のとおりに要約される。 

（１）条例第７条は、「実施機関は、開示請求があったときは、開示請求に係る行政情報

に次の各号のいずれかに該当する情報（以下「非開示情報」という。）が記録されて

いる場合を除き、開示請求者に対し、当該行政情報を開示しなければならない。」と

規定している。 

（２）一方、同条第２号は、例外的に非開示となる情報を、「個人に関する情報（事業を

営む個人の当該事業に関する情報を除く。）であって特定の個人を識別することがで

きるもの（ほかの情報と照合することにより、特定の個人を識別することができるこ

ととなるものを含む。）又は特定の個人を識別することはできないが、公にすること

により、なお個人の権利利益を害するおそれがあるもの。」と規定している。 

（３）また、条例第１０条第２号は「実施機関は、開示請求に係る行政情報の全部を開示

しないとき（前条の規定により開示請求を拒否するとき、及び開示請求に係る行政情

報を保有していないときを含む。以下同じ。）は、開示しない旨の決定をし、開示請

求者に対し、その旨を書面に通知しなければならない。」と規定している。 

（４）これを本件についてみると、実施機関は本件処分において、処分通知書の別紙記載

の文書のうち（１５）～（１７）のすべてを文書不存在であるため非開示としていた。

しかしながら、実施機関において改めて対象文書の存否を調査した結果、同（１６）

及び（１７）については対象文書が存在することを確認したものの、いずれも条例第

７条第２号に該当するためこれらを非開示とする旨の本件変更処分を行った。 

（５）「（１５）玉川総合支所保健福祉センター保健福祉課長が令和２年１月１日から同年

１２月３１日までの間に高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する

法律（以下「高齢者虐待防止法」という。）による立入調査、面会の制限及び警察署

長への援助要請を実施決定した日時、件数及び記録の文書」については、当該期間に

おいて、実施機関では立入調査、警察署長に対する援助要請等及び面会の制限を実施

決定していないため、実施機関において当該文書は作成しておらず、存在しない。 

（６）「（１６）令和２年度世田谷区高齢者虐待対策地域連絡会（令和２年８月６日開催）

の配布資料３「高齢者虐待対応の具体的状況」のうち、玉川総合支所保健福祉センタ

ー保健福祉課が報告した案件に関する部分」について、当該文書は当該連絡会におい

て、高齢者虐待の具体的状況について実施機関から報告した際の配布資料であり、○

○に関する詳細な状況等が記載されている。これらは当該事例に係る個人に関する

情報であって、特定の個人を識別することができる情報若しくは識別され得る情報

又は特定の個人を識別することはできないが、公にすることにより、なお個人の権利

利益を害するおそれがある情報であり、条例第７条第２号に該当する。 

（７）「（１７）玉川総合支所保健福祉センター保健福祉課において令和３年１月に高齢者

虐待防止法に基づく措置を行った高齢者に関する預り金等管理簿、預かり証及び添



3 
 

付文書一式」について、当該文書は実施機関において、令和３年１月に高齢者虐待防

法に基づく措置を行った高齢者に対して作成した預り金等管理簿、預り証及び添付

文書一式である。当該文書には、当該高齢者の氏名、住所、生活場所等が記載されて

いる。また、実施機関が当該高齢者の親族から現金等を預かった理由、預り金の金額、

支出内容等が詳細に記載されている。これらは個人に関する情報であって、特定の個

人を識別することができる情報若しくは識別され得る情報又は特定の個人を識別す

ることはできないが、公にすることにより、なお個人の権利利益を害するおそれがあ

る情報であり、条例第７条第２号に該当する。 

（８）以上のことから、本件については本件処分及びこれを補完する本件変更処分によっ

て条例に基づき適正に決定が行われており、違法又は不当な点は認められず、請求人

の主張には理由がないから、本件審査請求は棄却されるべきである。 

 

４ 審査会の判断 

審査会は、請求人及び実施機関の主張を検討した結果、以下のように判断する。 

（１）本件審査請求対象文書について 

  本件処分及び本件変更処分に係る対象文書は「玉川総合支所保健福祉センター保健

福祉課における高齢者虐待に関する文書」である。その内訳は、本件処分及び本件変更

処分のそれぞれの決定通知書の別紙に記載されており、①「高齢者虐待相談・通報受理

簿のうち、令和２年１月１日から同年９月３０日までの間に受理した通報に関する部

分」、②「令和２年１月１日から同年９月３０日までの間に行われた、高齢者虐待の防

止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律第１１条第１項の規定に基づく立入

調査の件数がわかる文書」、③「令和元年度第１１回世田谷区老人ホーム入所判定委員

会（令和２年２月２５日開催）の次第（電磁的記録）のうち、玉川地域の案件に関する

部分」、④「令和２年度第３回世田谷区老人ホーム入所判定委員会（６月分）（令和２年

６月５日開催）の次第（電磁的記録）のうち、玉川地域の案件に関する部分」、⑤「高

齢者虐待相談・通報受理簿のうち、令和２年１月１日から同年１２月３１日までの間に

開催された虐待対応ケア会議に関する部分」、⑥「令和２年１月１日から同年１２月３

１日までの間における虐待対応ケア会議の記録一式（当該期間において開催された虐

待対応ケア会議における高齢者虐待状況についての評価等（アセスメント）に関する事

項及び再評価の日時・件数に関する事項を含む。）」、⑦「令和２年１月９日付起案３１

世玉保第４１７号「親族申立てに伴う成年後見人候補者の推薦について」（電子決裁）

のうち、添付文書の部分」、⑧「令和２年２月１３日付起案３１世玉保第４６４号「区

長申立てに伴う成年後見人候補者の推薦について」（電子決裁）のうち、添付文書の部

分」、⑨「令和２年３月１３日付起案３１世玉保第５０６号「区長申立てに伴う成年後

見人候補者の推薦について」（電子決裁）のうち、添付文書の部分」、⑩「令和２年５月

１５日付起案２世玉保第４６号「区長申立てに伴う成年後見人候補者の推薦について」

（電子決裁）のうち、添付文書の部分」、⑪「令和２年６月１１日付起案２世玉保第８

３号「区長申立てに伴う成年後見人候補者の推薦について」（電子決裁）のうち、添付

文書の部分」、⑫「令和２年８月７日付起案２世玉保第１８６号「区長申立てに伴う成
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年後見人候補者の推薦について」（電子決裁）のうち、添付文書の部分」、⑬「令和２年

９月１１日付起案２世玉保第２２３号「区長申立て及び親族申立てに伴う成年後見人

候補者の推薦について」（電子決裁）のうち、添付文書の部分」、⑭「令和２年１２月１

４日付起案２世玉保第３５９号「区長申立て及び親族申立てに伴う成年後見人候補者

の推薦について」（電子決裁）のうち、添付文書の部分」、⑮「玉川総合支所保健福祉セ

ンター保健福祉課保健福祉課長が令和２年１月１日から同年１２月３１日までの間に

虐待防止法による立ち入り調査、面会の制限及び警察署長への援助要請を実施決定し

た日時、件数及び記録の文書」、⑯「玉川総合支所保健福祉センター保健福祉課保健福

祉課長が令和２年１月１日から同年１２月３１日までの間に世田谷区高齢者虐待対策

地域連絡会に報告した文書」、⑰「玉川総合支所保健福祉センター保健福祉課保健福祉

課長、係長又は職員が令和３年１月に高齢者虐待防止法の措置を行った高齢者の家族

に対し、必要経費として要求した金銭の預かり書並びにその後精算し、返金した金額及

び明細のわかる文書」、⑱「玉川総合支所保健福祉センター保健福祉課保健福祉課長が

刑事訴訟法における公務員の通報義務に基づいて関係先に行った通報に関する文書」

及び⑲「世田谷区高齢者虐待対策地域連絡会が令和２年１月１日から同年１２月３１

日までの間に世田谷区長に行った高齢者虐待の対応方法等について指針を提示した文

書」である。 

なお、審査請求書等によれば、請求人は上記対象文書のうち、上記⑮～⑰を審査請求

の対象とし、文書が存在すると主張しており、当該非開示部分の開示を求めている。 

  したがって、本件審査請求対象文書の内容は上記⑮～⑰に記載されたものであり、こ

れは本件処分における決定通知書の別紙２（１５）～（１７）までに記載されているも

のであることから、本件処分における決定通知書の別紙２（１５）～（１７）に係る文

書であると認められる。 

さらに、本件審査請求が受理された後、実施機関において本件請求に係る対象文書

を改めて精査したところ、本件処分における決定通知書の別紙記載の文書のうち（１

６）及び（１７）に相当する文書についてはそれぞれ、「（１６）令和２年度世田谷区高

齢者虐待対策地域連絡会（令和２年８月６日開催）の配布資料３「高齢者虐待対応の

具体的状況」のうち、玉川総合支所保健福祉センター保健福祉課が報告した案件に関

する部分」及び「（１７）玉川総合支所保健福祉センター保健福祉課において令和３年

１月に高齢者虐待防止法に基づく措置を行った高齢者に関する預り金等管理簿、預か

り証及び添付文書一式」が存在することを確認したため、本件変更処分によって本件

処分の一部を変更している。実施機関は、本件変更処分における決定通知書の別紙記

載の文書のうち（１６）及び（１７）の文書を全部非開示とした理由につき、条例第７

条第２号に該当する旨を主張している。 

よって、当審査会では、本件変更処分における決定通知書の別紙記載の文書のうち

（１５）の文書の存否に加え、（１６）及び（１７）の文書については条例第７条第２

号に該当するか否かについて判断をする。 

 

（２）本件処分における決定通知書の別紙（１５）の文書の存否について 
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本件請求に係る対象文書である「玉川総合支所保健福祉センター保健福祉課保健福祉

課長が令和２年１月１日から同年１２月３１日までの間に高齢者虐待防止法による立

入調査、面会の制限及び警察署長への援助要請を変更決定した日時、件数及び記録の文

書」の開示請求日時点から現在に至るまでの間の存否について、当審査会が実施機関に

聴収したところ、当該期間において、実施機関では高齢者虐待防止法に基づく立入調査、

警察署長に対する援助要請等及び面会の制限を実施していないことを確認した。よって、

実施機関が文書不存在を理由に当該文書を非開示としたことは、妥当である。 

 

（３）本件変更処分における決定通知書の別紙（１６）及び（１７）の文書における条例

第７条第２号の該当性について 

  条例第７条第２号は、「個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関する情報

を除く。）であって特定の個人を識別することができるもの（ほかの情報と照合するこ

とにより、特定の個人を識別することができることとなるものを含む。）又は特定の個

人を識別することはできないが、公にすることにより、なお個人の権利利益を害するお

それがあるもの。」と規定している。これに該当する行政情報について、条例に基づく

情報公開請求を行った場合、開示請求を行った本人に係る情報であったとしても、同号

に該当し非開示となる。 

  まず、審査会が本件変更処分における決定通知書の別紙（１６）に係る文書を検分し

たところ、当該文書には、実施機関が○○事例又は○○事例に関する詳細な状況等が記

載されていることを確認した。これらの情報は、当該事例に係る個人に関する情報であ

って、特定の個人を識別することができる情報若しくは識別され得る情報又は特定の

個人を識別することはできないが、公にすることにより、なお個人の権利利益を害する

おそれがある情報であり、条例第７条第２号に該当すると認められる。 

  次に、審査会が本件変更処分における決定通知書の別紙（１７）に係る文書について

も検分したところ、当該文書には、実施機関において○○を確認した。また、実施機関

が○○が詳細に記載されていることを確認した。これらの情報は、個人に関する情報で

あって、特定の個人を識別することができる情報若しくは識別され得る情報又は特定

の個人を識別することはできないが、公にすることにより、なお個人の権利利益を害す

るおそれがある情報であり、条例第７条第２号に該当すると認められる。 

よって、当該文書について条例第７条第２号に該当することを理由に非開示としたこ

とは妥当である。 

 

したがって、「１ 審査会の結論」のように判断する。 

 

５ 審査会の経過  

日  付 審  議  経  過 

令和４年６月１７日 （諮問第１２８号） 

・審査庁（世田谷区長）から諮問を受けた。 

令和４年９月１５日 （令和４年度第５回審査会） 
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・諮問事項を審査した。 

令和４年１０月４日 （令和４年度第６回審査会） 

・引き続き諮問事項を審査した。 

令和４年１１月８日 （令和４年度第７回審査会） 

・実施機関から説明を受けた。 

・諮問事項を審査した。 

令和５年１２月１１日 （令和５年度第８回審査会） 

・請求人から意見陳述を受けた。 

・引き続き諮問事項を審査した。 

令和６年１月１５日 （令和５年度第９回審査会） 

・事務局から経過概要の説明を受けた。 

・引き続き諮問事項を審査した。 

令和６年３月５日 （令和５年度第１０回審査会） 

・事務局から経過概要の説明を受けた。 

・引き続き諮問事項を審査した。 

令和６年４月２２日 （令和６年度第１回審査会） 

・事務局から経過概要の説明を受けた。 

・引き続き諮問事項を審査した。 

令和６年７月２９日 （答申第１２８号） 

・審査庁（世田谷区長）に答申した。 

 
世田谷区行政不服審査会 

会長  牛嶋 仁 

副会長 大林 啓吾 

委員  石田 若菜 

委員  白石 裕美子 

委員  松村 武志 

 


